
令和６年５月 17 日 

消   防   庁 

マイナ救急実証事業の開始

１ 実証事業のスケジュール 

開始時期 令和６年５月 23日から ６月 11日から ７月上旬から 

実施消防本部 

平塚市消防本部 

姫路市消防局 

都城市消防局 

仙台市消防局 

前橋市消防局 

東京消防庁 

鈴鹿市消防本部 

彦根市消防本部 

奈良県広域消防組合

消防本部 

残りの 58消防本部は、準備が整い次第、できる限り速やかに順次開始します。 

２ 期待される主な効果 

 体調が優れない傷病者にとって、救急隊員に説明する負担を軽減できるとともに、 

救急隊員にとって、正確な情報を取得し、搬送先の病院を円滑に選定できます。 

３ 実証事業の内容等 

  実証事業の実施イメージは別紙１のとおり。実施消防本部の一覧は別紙２のとおり。 

消防庁では、救急隊がマイナ保険証を活用して、傷病者情報を正確かつ早期に把握すること

により、救急活動の迅速化・円滑化を図る取組（マイナ救急）の全国展開を進めています。 

令和６年５月２３日から、全国の６７消防本部、合計６６０隊の救急隊における実証事業を

順次開始することが決まりましたので、お知らせします。 

【連絡先】消防庁救急企画室 

担当：鈴木理事官、日髙係長、田中事務官 

TEL：03-5253-7529（直通） 

E-mail：kyukyuanzen_atmark_soumu.go.jp

※スパムメール対策のため、「@」を「_atmark_」と表示

しております。送信の際には、「@」に変更してください。 

本実証事業にご協力いただくため 

マイナンバーカードの携行をお願いします



 

 

 

 

 
実証事業取組風景 

別紙１ 



 

○実証事業の実施消防本部（67消防本部） 

 

 

北海道 札幌市消防局 

青森県 三沢市消防本部 

宮城県 仙台市消防局 

秋田県 能代山本広域市町村圏組合消防本部 

山形県 
山形市消防本部 

最上広域市町村圏事務組合消防本部 

福島県 

福島市消防本部 

会津若松地方広域市町村圏整備組合 

消防本部 

茨城県 

笠間市消防本部 

かすみがうら市消防本部 

大洗町消防本部 

筑西広域市町村圏事務組合消防本部 

常総地方広域市町村圏事務組合 

消防本部 

栃木県 小山市消防本部 

群馬県 
前橋市消防局 

高崎市等広域消防局 

埼玉県 
さいたま市消防局 

埼玉東部消防組合消防局 

千葉県 
松戸市消防局 

成田市消防本部 

東京都 東京消防庁 

神奈川県 

川崎市消防局 

横須賀市消防局 

平塚市消防本部 

茅ヶ崎市消防本部 

逗子市消防本部 

秦野市消防本部 

厚木市消防本部 

伊勢原市消防本部 

葉山町消防本部 

石川県 
加賀市消防本部 

能美市消防本部 

長野県 

長野市消防局 

飯田広域消防本部 

木曽広域消防本部 

岐阜県 岐阜市消防本部 

静岡県 

静岡市消防局 

浜松市消防局 

磐田市消防本部 

愛知県 

名古屋市消防局 

豊橋市消防本部 

大府市消防本部 

尾張旭市消防本部 

衣浦東部広域連合消防局 

三重県 

津市消防本部 

四日市市消防本部 

鈴鹿市消防本部 

滋賀県 彦根市消防本部 

京都府 京都市消防局 

大阪府 大阪市消防局 

兵庫県 姫路市消防局 

奈良県 
奈良市消防局 

奈良県広域消防組合消防本部 

島根県 浜田市消防本部 

岡山県 

岡山市消防局 

総社市消防本部 

東備消防組合消防本部 

山口県 防府市消防本部 

徳島県 海部消防組合消防本部 

愛媛県 八幡浜地区施設事務組合消防本部 

高知県 土佐清水市消防本部 

長崎県 長崎市消防局 

熊本県 熊本市消防局 

大分県 別府市消防本部 

宮崎県 
宮崎市消防局 

都城市消防局 

沖縄県 那覇市消防局 

別紙２ 


